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第4章 市街地の整備 
4－1 市街地整備 
1 合理的な土地利用の促進･総合的で多様なまちづくりの推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

地区計画の決定および

建築協定の締結地区数

71地区 
（14年度末） 79地区 83地区 90地区 ☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

人口、土地利用などの動

向をふまえ、都市計画に

おける用途地域、市街化

区域･市街化調整区域な

どを見直し 
 

  

･用途地域などの全市見

直し 
完了 完了 

 
 

用途地域な

どの見直し 

･茶屋新田地区の市街化

区域編入 
 

完了 市街化区域編

入都市計画手

続 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

地区計画制

度の活用 
地区計画制度により地区

の特性に応じたルールを

定めて良好な住環境など

を実現し、また大規模敷

地開発では周辺とも調和

した市街地を誘導 
 

累計45地区 
新規決定 
 6地区  

累計44地区 
新規決定 
 5地区 

 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

建築協定の

締結促進 
住宅地としての環境の向

上、商店街としての利便

の維持増進などをはかる

ため、建築協定の締結を

促進 
 
 
 
 
 
 
 

累計38地区 
新規締結 
 3地区  

累計35地区 
新規締結 

6地区 
更新 
 6地区 
失効 
 5地区 
区域の変更 
 1地区 
廃止 
 1地区 

 

 

☆☆ 住宅都
市局  



4-1 市街地整備 

 

 - 101 -

 
計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市民による

まちづくり

の支援 

名古屋都市センターに設

置したまちづくり基金を

活用し、市民による自主

的なまちづくり活動に対

して活動経費の一部を助

成 
 
 
 

助成 
39団体  

助成 
まちづくり活

動助成部門 
 23団体 
まちづくり活

動はじめの一

歩助成部門 
 9団体 

 

 

☆☆☆ 住宅都
市局  

大規模低･未利用地につ

いて、都市基盤整備公団

などと連携しながら地域

特性をふまえて有効活用

を促進 
 

  大規模低･未

利用地の有

効活用の促

進 

･千種二丁目地区、名西二

丁目地区など 
 

相談･調整 相談･調整 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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2 都市機能が集積し活気に満ちた都心域の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

16.6万人 
（11年度）

11.8万人
（17年度） － 20万人 ☆ 住宅都

市局  
都心域の主要な通りに

おける休日の歩行者数
☆の理由：計画策定時の数値は、大型イベントの開催された日に調査

されたもので、平成 22年度目標値もそれに基づいているのに対し、平
成 17年度の実績値は通常時に調査されたものであるため。  
 

名古屋駅周辺・伏見・

栄地域内での容積率の

活用割合 

500％ 
（14年度） － － 520％ ＊ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

広小路ルネ

サンスの推

進 

名古屋駅地区と栄地区を

つなぐ軸として、広小路

通沿道地区においてゆと

りある歩行者空間の確保

や商業の活性化などによ

り、歩く楽しさ･まちのに

ぎわいを復興 

社会実験の実

施 
 
 
 
 
 
推進計画の策

定･実施 

社会実験に向

けた検討・調整 
 
車線減少によ

る歩道拡幅整

備決定 
 
推進計画の検

討・調整 
 
ビル低層部の

店舗化誘導 
 

☆☆ 住宅都
市局は

じめ関

係局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

栄角地を中心とする栄交

流コアにおいて、土地の

有効利用･高度利用によ

り、活気と魅力にあふれ

た交流空間を整備 
 

  栄交流コア

の整備 

･栄角地の整備 整備計画の策

定 
錦三丁目25番
街区有効利用

提案募集の実

施 
 
自動車、歩行者

交通量の調査 
 
開発条件、スケ

ジュールなど

の基本的枠組

の検討・整理 
 
関係者調整 
 

☆☆ 住宅都
市局  

名古屋の玄関口にふさわ

しい魅力的で活気にあふ

れた街並みづくりをすす

めるため、安全で快適な

歩行者空間を整備 
 

  

･駅前の歩行者空間の整

備 
民間開発にあ

わせた誘導、関

係者調整 

民間開発にあ

わせた誘導、関

係者調整 
 
整備中（民間開

発） 
 

名古屋駅地

区の歩行者

空間の整備 

･笹島交差点地下横断施

設の整備 
整備計画の検

討 
 

整備中（民間開

発） 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  



4-1 市街地整備 

 

 - 104 -

 
計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市街地再開発事業を施行

する組合などへの指導･

助成を実施 
 

  

･納屋橋西地区 
（18年度完了予定） 
 

完了 完了 

･納屋橋東地区 関係者調整 基本計画作成 
 

･牛島南地区 
 

整備中 完了 

･栄三丁目6番地区 
（16年度完了予定） 

完了 完了 

組合等によ

る市街地再

開発事業の

促進 

･千種駅南地区 
（16年度完了予定） 
 

完了 完了 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

土地の高度利用により業

務･商業施設、公共的通路

などを整備する施行者へ

の指導･助成を実施 
 

  優良建築物

等整備事業

を活用した

市街地の再

開発の促進 
･名駅四丁目7番地区 
（18年度完了予定） 
 

完了 完了 

☆☆☆ 住宅都
市局  

名城･柳原地

区の整備 
公務員宿舎や市営住宅な

どの一体的な再整備によ

り、民間施設の導入とあ

わせた複合都市拠点の形

成を促進 
 

関係者調整 
基本構想の策

定 

関係者調整 
基本構想の策

定 

☆☆☆ 住宅都
市局  

「国際歓迎･交流拠点」の

形成をめざし、ささしま

ライブ24地区において
土地区画整理事業により

幹線道路などの都市基盤

を整備 
 

進率24％ 進率15％ 米野･名駅南

地区の整備

（地区総合

整備） 

太閤地区において幹線道

路（椿町線）を整備 
 

整備中 整備中 

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

金山地区の

整備（地区総

合整備） 

金山北地区において、南

地区との一体性をはかり

ながら公共施設･交流の

場を整備（16年度完了予
定） 
 

完了 完了 ☆☆☆ 住宅都
市局は

じめ関

係局  

筒井地区において土地区

画整理事業により道路、

公園などの都市基盤を整

備 
 

進率73％ 進率70％ 筒井地区の

整備（地区総

合整備） 

葵地区において土地区画

整理事業により道路、公

園などの都市基盤を整備

 

進率72％ 進率68% 

☆☆ 住宅都
市局  

都心共同住

宅供給事業

の促進 

都心部において良質な中

高層共同住宅を建設する

事業者を対象に、事業の

実施に関する計画を認定

し、建設費の一部を助成

 

計画認定 
供給助成 
認定戸数 
450戸  

計画認定 
供給助成 
認定戸数 
404戸 

 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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3 安全で快適な既成市街地の再生 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

既成市街地での土地区

画整理事業などにより

整備された道路・公園

の面積 

22ha 
(14年度末) 29.6ha 30ha 38ha ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

大曽根地区において土地

区画整理事業により幹線

道路、駅前広場、一部集

客施設を含む地下駐車場

などの都市基盤を整備 
（18年度完了予定） 
 

完了 完了 

大曽根駅前地区において

共同化事業により商業施

設などを整備 
（17年度完了予定） 
 

整備・完了 完了 

大曽根地区

の整備（地区

総合整備） 

大曽根北地区において土

地区画整理事業により道

路などの都市基盤を整備

 

進率83％ 進率79% 

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
緑政土

木局  

名鉄名古屋本線の連続立

体交差化と連携した市街

地再開発事業により商

業･住宅施設、駅前広場な

どの都市基盤を整備 
 

進率45％ 進率41% 
D街区施設建
築物工事 

 
 

鳴海地区の

整備（地区総

合整備） 

古鳴海停車場線（本町工

区）を整備 
 

道路の暫定供

用 
進率96% 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

有松地区において土地区

画整理事業により道路･

公園などの都市基盤を整

備（18年度完了予定） 
 

完了 進率93% 

有松駅前地区において市

街地再開発事業により商

業･住宅施設、駅前広場な

どの都市基盤を整備 
（17年度完了予定） 
 

完了 完了 

有松地区の

整備（地区総

合整備） 

地区の幹線道路である有

松線、敷田大久伝線およ

び大将ケ根線を整備 
（18年度完了予定） 
 

完了 進率85% 

☆☆☆ 住宅都
市局  

大高駅前地区において土

地区画整理事業により道

路、公園などの都市基盤

を整備 
 

進率65％ 進率64% 大高地区の

整備（地区総

合整備） 

大高北線を整備 
 

進率82％ 進率90% 

☆☆☆ 住宅都
市局  

日比野地区において市街

地再開発事業を推進 
 
 

保留床処分 進率85% 
C街区施設建
築物工事 

 
 

白鳥地区の

整備（地区総

合整備） 

公益施設用地の土地利用

の実現 
 

検討･活用 大学用地とし

て活用 

☆☆☆ 住宅都
市局  

木場地区の

整備 
大規模低･未利用地など

の土地利用転換や高度利

用を促進し魅力ある住環

境を形成するため、都市

基盤を整備 
（16年度完了予定） 
 

完了 完了 ☆☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

JR関西本線および近鉄
名古屋線の連続立体交差

化にあわせて駅を移設･

集約し、地下鉄駅と一体

となった総合駅を整備

（17年度完了予定） 
 

  

･立体横断施設の整備 整備･完了 
 

完了 

･地下連絡通路の整備 完了 
 

完了 

八田地区の

整備（地区総

合整備） 

･南北駅前広場の整備 完了 
 

完了 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
緑政土

木局  

下之一色地

区の整備（地

区総合整備） 

防災性の向上と居住環境

の改善をはかるため、下

之一色南部地区において

土地区画整理事業を実施

 

事業計画の決

定 
都市計画決定 
 
事業計画の決

定 
 
地元組織の支

援 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

千種台地区

の整備（地区

総合整備） 

老朽化した市営住宅など

の建て替えにあわせ、各

種施設、道路、公園など

を整備 
 
 
 
 

整備中 
道路整備7路
線 
市営住宅の建

替 
公社住宅の供

給  

整備中 
道路整備7路
線 
市営住宅の建

替 

 

 

☆☆☆ 住宅都
市局  

藤が丘地区

の整備 
東部丘陵線の整備により

東部方面の近隣市町との

交通結節点としての機能

が高まることをふまえ、

駅周辺道路、自転車駐車

場などの整備により、に

ぎわいと活気に満ちたま

ちづくりを推進 
 

進率57％ 進率57％ 
駅周辺道路の

整備完了 
自転車駐車場

の整備完了 

 

 

☆☆☆ 住宅都
市局は

じめ関

係局  
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4 計画的な新市街地の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

新市街地での組合土地

区画整理事業による整

備面積 

7,364ha 
（15年度） 7,731ha 7,700ha 8,200ha ☆☆☆ 住宅都

市局  

新市街地での組合土地

区画整理事業により整

備された道路・公園の

面積 

1,620ha 
（15年度） 1,699ha 1,700ha 1,800ha ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

組合への指導監督、組合

設立時に事業資金の無利

子貸し付けおよび事業促

進のための各種事業費の

助成を実施 
 
 
 

実施 
換地処分 

11組合 
事業費助成 

14組合 
貸付金 
 2組合  

実施 
換地処分 

6組合 
事業費助成 

29組合 
貸付金 
 1組合 

 

 

組合施行の

土地区画整

理事業の促

進 

茶屋新田地区において組

合施行の土地区画整理事

業を促進 
 
 
 

都市計画決定 
設立認可 

都市計画手続中 
都市計画道路

の線形見直し

環境影響評価

書の作成等 

 

 

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

居住、研究開発、商業な

どの機能が調和した「志

段味ヒューマン･サイエ

ンス･タウン」の建設をめ

ざし、組合施行の特定土

地区画整理事業により都

市基盤整備および宅地供

給を実施 
 

  

･吉根地区 
（18年度完了予定） 
 

完了 完了 

･下志段味地区 
 

進率91％ 進率89％ 

･中志段味地区 
 

進率13％ 進率7％ 

志段味地区

の整備（地区

総合整備） 

･上志段味地区 
 

進率57％ 進率56％ 

☆☆☆ 住宅都
市局  

大高南地区において組合

施行の特定土地区画整理

事業により都市基盤整備

および宅地供給を実施 
 

進率74％ 進率85％ 大高南地区

の整備 

ＪＲ東海道本線の新駅設

置を促進 
 

協議･調整 協議･調整 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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5 魅力的な港･臨海域の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

港・臨海域の公園やプ

ロムナードの整備面積

64.3ha 
（14年度末） 67.7ha 67.8ha 68.0ha ☆☆☆ 

住宅都

市局  
名古屋

港管理

組合  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

築地地区の基盤をなす江

川線、名古屋港線などの

幹線道路を整備 
 

  

･江川線 
（18年度完了予定） 
 
 
 

完了 進率94% 
建物移転実施

用地先行取得

完了 

 

 

･名古屋港線 
 

進率71％ 進率62% 

築地地区の

整備（地区総

合整備） 

西倉地区と運河東線を接

続する道路を新設 
 

関係者調整 関係者調整 

☆☆ 住宅都
市局  

稲永（野跡）地区におい

て西名古屋港線野跡駅周

辺の開発整備手法を検

討、公共施設整備を推進

公共施設の整

備 
 
空地の民間開

発誘導 

完了 
 
 
空地の利用者

募集・事業者決

定（北側部分） 
 
鴨浦水域周辺

開発の検討 
 

稲永地区の

整備（地区総

合整備） 

梅ノ木線を整備 進率83％ 進率61％ 
 

☆☆ 住宅都
市局  
 
名古屋

港管理

組合  
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6 個性的な都市景観の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

市民参加によって景

観づくりをすすめて

いる地域数 

9地域 
（14年度末） 10地域 10地域 11地域 ☆☆☆ 住宅都

市局  

電線類地中化道路延

長 
95.7km 
（14年度末） 103.1km 100.6km 108.5km ☆☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

助言･指導 
 

助言･指導 

広小路･大津通

地区 
形成基準の見

直し 
 
 
 
 

広小路･大津通

地区、久屋大通

地区 
形成基準の見

直し 
 
他3地区 
 見直し検討 
 

都市景観整

備地区の整

備 

すぐれた都市景観を創

造･保全する必要がある

地区について、景観整備

の推進および景観上の助

言･指導を実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

四谷･山手通地区

街路灯の設置

累計97基 
完了45基  

四谷･山手通地区 
街路灯の設置 
累計88基 
完了36基   

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
緑政土

木局  

市民参加に

よる景観づ

くりの推進 

都市景観協定の締結を促

進するとともに、都市景

観賞や市民団体の活動支

援を実施 

実施 都市景観協定

の更新（白川通

地区） 
 
都市景観市民

団体の認定（白

壁地区） 
 
都市景観整備

推進委員会の

開催 
 
都市景観賞の

実施 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

屋外広告物

に対する指

導･誘導 

違反広告物に対する是正

指導、除却を行うととも

に、市民と連携し違反広

告物追放運動を推進 

推進 違反広告物是

正指導 
 
市民と連携し

た違反広告物

追放運動の推

進 
 
屋外広告業登

録制度の導入 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

電線類の地

中化 
良好な都市景観と歩行者

の交通安全の確保および

都市災害の防止をはかる

ため、歩道が広く事業効

果の高い道路において電

線類の地中化を推進 
 

電線共同溝事

業による地中

化延長 
累計14.5km
完了2.6km  

電線共同溝事

業による地中

化延長 
累計15.2km 
完了3.3km   

☆☆☆ 緑政土
木局  

拠点的施設

周辺道路環

境整備 

主要な公共施設や観光施

設周辺の道路の歩行者空

間について、地域特性を

生かしながらカラー舗装

や街路灯設置などを実施

し、快適で魅力あるまち

づくりを推進 
 

累計42か所 
整備中3か所 

累計44か所 
完了2か所 
整備中1か所

 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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4－2 住宅 
1 良質な住宅の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

誘導居住水準（例えば

共同住宅に住む標準 4
人世帯で 91㎡以上）を
達成する世帯の割合 

45％ 
（10年度）

52％ 
(15年度 
参考値) 

55％ 60％ ＊ 住宅都
市局  

老朽化した市営住宅ス

トックの割合 
6.4％ 
（15年度） 5％ 5％ 3％ ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市営住宅の

計画的な建

替 

老朽化した市営住宅につ

いて、居住環境や耐震性

の改善をはかるため建て

替えを計画的に実施 
 

建設 
1,180戸 
除却 
1,000戸  

建設 
879戸  
除却 
1,076戸   

☆☆☆ 住宅都
市局  

千種台 
市営住宅の建

替、公社住宅

の供給 
 

千種台 
市営住宅の建

替 
 

平田 
市営住宅の建

替 
 

平田 
市営住宅の建

替 
 

汐止 
定住促進住宅

（公共型）の

建設 
 

汐止 
定住促進住宅

（公共型）の

建設 
公社住宅の供

給 
 

大規模市営

住宅団地の

再生 

大規模な市営住宅団地の

建て替えにあわせ、中堅

ファミリー世帯向け住宅

の混合供給などのまちづ

くりを実施 
 

城北 
建替計画の検

討 
 

城北 
建替計画の検

討 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

既設市営住

宅の耐震対

策 

東海地震などに備え、既

設市営住宅の耐震対策を

実施 
 
 
 

改修 
5棟  

改修 
2棟  
 
関係者調整 
1棟改修合意   

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

既設市営住

宅の環境再

整備 

既設市営住宅の居住環境

の向上をはかるため、老

朽化した共用設備、外構

などを再整備 
 

再整備 
完了10団地 
整備中7団地 

再整備 
完了18団地   

☆☆☆ 住宅都
市局  

循環型社会

に向けたモ

デル住宅の

整備 

市住宅供給公社と連携し

た資源循環型モデル住宅

を先行的に整備し、その

成果をふまえ全体計画を

検討 

公社賃貸住宅

の建設 
7戸 
 
全体計画の検

討 
 
 

公社賃貸住宅

の建設 
7戸  
 
全体計画の検

討（循環型社会

対応住宅基本

計画の策定） 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

定住促進住

宅（民間型）

のストック

活用 

民間が供給する中堅ファ

ミリー世帯向けの良質な

賃貸住宅ストックを活用

し、入居者の家賃の減額

に要する費用を助成 
 

家賃減額助成 
 対象戸数 

786戸 

家賃減額助成 
 対象戸数 
⑯786戸 
⑰743戸 
⑱745戸 

 
子育て支援減

額措置 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

市住宅供給

公社住宅の

供給 

まちづくりとの連携や定

期借地権制度の活用など

により、分譲･賃貸住宅を

建設 
 
 

建設 
600戸  

建設 
275戸  
 
実施設計 
138戸   

☆☆ 住宅都
市局  
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2  いきいきとした交流の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

バリアフリー住宅に住

む世帯の割合 
3％ 

(10年度) 

4％ 
(15年度 
参考値) 

11％ 15％ ＊ 住宅都
市局  

バリアフリー化した市

営住宅ストックの割合

13％ 
(15年度) 15％ 15％ 17％ ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

高齢者向け

優良賃貸住

宅の供給促

進 

高齢者向けの優良な賃貸

住宅を建設する土地所有

者などに対して計画を認

定し、建設費の一部およ

び家賃の減額に要する費

用を助成 

計画認定 
供給助成 
300戸 
 
 
家賃減額助成 
 対象戸数 

399戸 
 

計画認定 
107戸  
供給助成 
－  

 
家賃減額助成 
 対象戸数 

333戸 
 

☆☆ 住宅都
市局  

高齢者円滑

入居賃貸住

宅制度の普

及啓発 

高齢者の入居を拒否しな

い高齢者円滑入居賃貸住

宅の登録･閲覧制度の普

及啓発を通じて、民間賃

貸住宅ストックを活用

し、高齢者の居住の安定

を確保 
 

普及啓発 普及啓発 ☆☆☆ 住宅都
市局  

社会福祉施設と連携した

生活援助員の派遣や住宅

のバリアフリー化などを

通じて、高齢者の生活に

配慮したモデル住宅とし

て市営住宅を建設 
（戸数は、「市営住宅の

計画的な建替」の戸数に

含む） 
 

供給 
50戸  

実施設計 ☆ 住宅都
市局  
 
健康福

祉局  

シルバー住

宅の供給 

☆の理由：連携する社会福祉施設の確保に時間を要したため。 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

車いす専用

住宅の供給 
車いす使用者が安全で快

適に暮らせるように、市

営住宅を建設する際に車

いす使用者専用住宅を供

給 
（戸数は、「市営住宅の

計画的な建替」の戸数に

含む） 

供給 
9戸  

供給 
11戸   

☆☆☆ 住宅都
市局  

高齢者向け

改善住宅の

供給 

高齢者向け市営住宅の需

要増大に対応するため、

既設市営住宅を高齢者向

けに改善 
 

改善 
100戸  

改善 
50戸   

☆☆ 住宅都
市局  

入居者の高齢化の進行な

どに対応するため、4～5
階建廊下型などの既設市

営住宅にエレベーターを

設置 
 

設置 
43棟  

設置 
10棟   

☆ 住宅都
市局  

既設市営住

宅へのエレ

ベーター設

置 

☆の理由：廊下型住宅へのエレベーター設置が、平成16年度に完了し、新たに
階段室型住宅へのエレベーター設置を開始するにあたり、工法等の検討調査と

地元調整に期間を要したため。 
 
入居者の高齢化の進行な

どに対応するため、既設

市営住宅の住戸内設備の

改善などを実施 
 

  

･手すり設置など住戸内

設備の改善 
改善 
2,670か所  

改善 
3,853か所   

高齢者対応･

障害者対応

改善等の推

進 
 

･スロープ整備など共用

部分の改善 
改善 
212か所  

改善 
104か所   

☆☆☆ 住宅都
市局  

多世代交流

のための交

流スペース

の提供 

既設市営住宅において、

小さな子どもたちから高

齢者までが交流できるス

ペースを提供 
 

整備 
17か所  

整備 
15か所   

☆☆☆ 住宅都
市局  
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3 市民とともにすすめるすまい･まちづくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

住宅の改善に関する情

報の不足で困っている

世帯の割合 

9％ 
（10年度）

8％ 
(15年度 
参考値) 

8％ 6％ ＊ 住宅都
市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

住情報提供･

相談業務の

実施 

市民が必要とする情報を

取得できるよう、栄市民

サービスコーナー「住ま

いの窓口」を通じて情報

提供･相談業務を実施 

相談 
 
ホームページ

の開設 
 
 
関連団体との

連携 

相談 
 
ホームページ

のコンテンツ

の開設・拡充 
 
関係団体との

連携 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

分譲マンシ

ョン管理へ

の支援 

管理組合による主体的な

分譲マンションの維持管

理を支援するため、県･

関連団体などと連携し、

マンション管理推進協議

会を通じて啓発活動や情

報提供を実施 

マンション管

理推進協議会

の運営 
 
 
 
 
マンション建

て替えなど支

援策の検討 
 

マンション管

理推進協議会

の運営 
 
マンション管

理の現状分析 
 
マンション建

て替えなど支

援策の検討 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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4 安全で快適な住宅地の整備 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

住宅市街地総合整備事

業区域（5 地区）での
道路・公園の整備面積

1.0ha 
（14年度末） 1.38ha 1.3ha 2.6ha ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

老朽木造住宅密集地区に

おいて、老朽建築物の買

収除却、建て替え、コミ

ュニティ住宅の建設など

を総合的に推進 
 

  

･浜地区 
 

進率91％ 完了 
 

･大曽根北地区 
 

進率74％ 進率81% 

･筒井地区 
 

進率70％ 進率73% 

･葵地区 
 

進率66％ 進率59% 

密集住宅市

街地の整備 

･一番一丁目地区 
 

進率33％ 進率29% 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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4－3 交通 
1 都市の活力と魅力を生み出す総合交通体系の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

297万人 
（12年度）

282万人
(16年度) 312万人 327万人 ☆ 

総務局
はじめ
関係局1 日の公共交通機関の

利用者数 
☆の理由：私鉄、地下鉄、バスの乗車人員が減少したため。 
 

地下鉄の営業キロ 79.0km 
（14年度末） 89.1km 89.1km 89.1km ☆☆☆ 交通局

整備中路線における自

動車の平均旅行速度 
18km/h 
（14年度） 21km/h 23km/h 25km/h ☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

なごや交通

戦略の推進 
平成16年春に予定され
ている名古屋市交通問題

調査会の答申などをふま

え、自動車利用の適正化

をはかり、公共交通への

転換を促進するTDM（交
通需要マネジメント）施

策を推進 
 

なごや交通戦

略の策定 
 
施策の実験、実

施 

なごや交通戦

略の策定 
 
施策の実験、実

施 

☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局

地下鉄4号線（名古屋大学
～新瑞橋）を平成16年度
開業に向けて整備 

名城線･4号線
による環状運

転 

名城線による

環状運転（名古

屋大学～新瑞

橋開業） 
 

地下鉄の整

備 

地下鉄桜通線（野並～徳

重）を平成26年度開業に
向けて整備 

道路下敷設許

可、都市計画決

定、環境影響評

価などの手続

および工事着

手準備 
 

道路下敷設許

可、都市計画決

定、環境影響評

価などの手続

の完了および

土木工事実施 

☆☆☆ 
 
交通局

地下鉄金山

駅の整備 
地下鉄金山駅にエレベー

ターなどのバリアフリー

施設をはじめとする駅施

設を整備 
 

完了 完了 ☆☆☆ 交通局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

西名古屋港

線の整備 
貨物専用線であった西名

古屋港線を、平成16年度
開業に向け延伸･旅客線

化 
 

開業 あおなみ線開業 
(平成16年10月) 

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
名古屋

港管理

組合  
市バス 
最多運転車両

数 850両 

市バス 
最多運転車両

数 906両 
 
地下鉄名城線

(名古屋大学～
新瑞橋)開業、
あおなみ線開

業にあわせた

路線再編成及

び地域巡回系

統の創設等 
 

地下鉄の開業などにあわ

せ、市バスと地下鉄の連

携強化によるネットワー

クを生かして利便性の確

保をはかりつつ、利用実

態をふまえた市バス路線

の再編成および市バス･

地下鉄の運行見直しを実

施 

地下鉄 
東山線、名城

線･4号線の運
行見直し 

 

地下鉄 
東山線、名城

線･名港線の

運行見直し 
 

市バス･地下

鉄の効率的

な輸送サー

ビスの提供 

利用実態に応じた中･小

型バス車両の導入を推進

中･小型バス車

両の導入推進 
 

－ 

☆☆☆ 交通局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市バスの快適性などを向

上するため、照明付標識、

上屋およびベンチなどバ

ス停留所施設を整備 
 
 
 
 

整備 整備 
照明付標識 

462基整備
上屋 
 152基整備
ベンチ 
 228基整備

 

 
（民間活力を

導入した広告

付き上屋整備

事業（平成17
年度より開始）

による整備を

含む） 
 

監視･通話装置

の整備 10営業
所中10営業所 
 
 

監視･通話装置

の整備 10営業
所中10営業所 
2営業所整備   

車載機器の整備

938両中938両 
 
 
 

車載機器の整備 
1,027両中1,027
両 
351両整備   

市バスの利

用促進 

市バスの接近情報を提供

するとともに、災害時に

営業所と市バス車両間の

通話手段を確保し、バス

ターミナルへも運行情報

を提供できる、バス運行

総合情報システムを整備

バスターミナ

ルへの情報表

示器設置17か
所 
 
 

バスターミナ

ルへの情報表

示器設置17か
所 
17か所19基整備   

☆☆☆ 交通局

共通乗車制

度の拡大 
利用者の利便性の向上を

はかるため、カードによ

る共通利用システム「ト

ランパス」の利用範囲を

拡大 
 

利用範囲拡大 利用範囲拡大 
3事業者（平成
15年度末）から
7事業者に拡大 
 

☆☆☆ 交通局

都市高速道

路の整備 
都市高速道路網（約81.2 
km）の早期完成をめざ
し、沿道環境に配慮した

整備を実施 
 
 
 
 

供用延長 
 69.2km 
名岐道路の供

用 
 
高速 3号線北
部区間の供用 

供用延長 
 62.2km 
名岐道路の供

用 
 

 

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

名古屋環状2号線の整備
を沿道環境に配慮しつつ

促進 
 

  

･東部･東南部（高針～名

古屋南 約12.8 km） 
 

促進 促進 
 

･西南部（名古屋西～飛島

約12.0km） 
 

促進 促進 

名古屋環状2
号線の整備

促進 

交差道路など関連整備事

業を実施 
 

実施 実施 

☆☆ 住宅都
市局  

直轄国道の

整備促進 
国道1号など、国が事業を
行う国道の整備費用の一

部を負担 
 
 

促進 
国道1号､19号､
22号､23号､41
号など  

促進 
国道1号､19号､
22号､23号､41
号など 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

幹線道路の

整備 
都市活動の骨格となり広

域のネットワークの形成

にもつながる道路など、

整備効果の高い幹線道路

を整備 
 

供用延長 
663.5km 
完了 
広小路線はじ

め12路線  

供用延長 
658.0km 
完了 
弥富名古屋線

はじめ5路線 

 

 

☆☆ 緑政土
木局  

地域分断や渋滞の解消を

はかる橋りょうを新設 
 
 
 
 

新設 
完了 
南陽大橋は

じめ2橋 
整備中1橋  

新設 
完了 
春幡橋 
整備中2橋 

 

 

橋りょうの

整備 

河川改修に関連する橋り

ょうを改築 
 
 
 
 

改築 
完了 
供米田橋は

じめ6橋 
整備中1橋  

改築 
完了 
供米田橋は

じめ4橋 
整備中3橋 

 

 

☆☆ 緑政土

木局  

大規模修繕 
完了 
道徳橋など  

大規模修繕 
完了 
道徳橋など 

 
 

橋りょうの

老朽化対策 
橋りょうの老朽化や車両

の大型化などに対応する

ため、部材の更新や損傷

箇所の大規模修繕、老朽

橋の改築を実施 
 
 
 

改築 
整備中 
三階橋など  

改築 
整備中 
三階橋など 

 
 

☆☆☆ 緑政土

木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

方針の策定 方針の策定 
 
整備プログラ

ムの策定 
 

長期未整備

道路への対

応 

現行の都市計画道路網の

計画内容について、整備

効果、地域の特性などを

ふまえた見直し方針を策

定 
都市計画変更

手続きの推進 
都市計画変更

詳細の検討 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

道路交通の円滑化や踏切

事故の解消などをはかる

ため、複数の幹線道路と

鉄道を立体交差化し踏切

をなくす連続立体交差事

業を実施 
 
 
 

推進 
完了 

JR関西本線
近鉄名古屋

線 
整備中 
名鉄名古屋

本線  

推進 
完了 

JR関西本線 
近鉄名古屋

線 
整備中 
名鉄名古屋

本線 

 

 

幹線道路と鉄道を立体交

差化し、幹線道路の機能

向上をはかる単独立体交

差事業を実施 
 
 
 

推進 
整備中 
小幡架道橋

柴田架道橋

長須賀架道

橋  

推進 
整備中 
小幡架道橋

柴田架道橋

長須賀架道

橋 

 

 

立体交差化

の推進 

連続立体交差事業の新た

な事業区間の調査･検討 
調査･検討 
関係機関調整 

事業区間の決

定に向けた協

議・調整 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
 
住宅都

市局  

駅前広場の

整備 
鉄道と自動車交通との乗

り継ぎの利便性を向上さ

せるため、主要な交通結

節点において駅前広場を

整備 
 

整備 
完了 
中島駅 
荒子駅  

整備 
完了 
中島駅 
荒子駅 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

駐車場附置

義務制度の

改正 

都心部などにおける駐車

場の整備状況などをふま

え、附置義務制度を見直

し 

駐車場条例の

改正･施行 
駐車場条例の

改正･施行 
（平成17年4月
1日施行） 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

パークアン

ドライド駐

車場の確保 

公共交通機関への利用の

転換をはかり、都心部へ

の過度な自動車交通の流

入を抑制するため、市内

周辺部の鉄道駅付近など

で駐車場を整備するとと

もに、民間による駐車場

の整備を誘導 
 

整備･誘導 
整備4か所  

整備･誘導 
整備3か所 
誘導17か所 

 

 
管理･運営 

6か所   

☆☆☆ 住宅都
市局  
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2 人にやさしく安全で快適な交通体系の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

年間交通事故死者数 69人 
（15年） 

65人 
（18年）

70人未満
（18年）

60人未満 
（22年） ☆☆☆ 市民経

済局  

コミュニティ道路の

整備路線数 
288路線 
（14年度末） 326路線 337路線 381路線 ☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

交通安全に

関する広報･

啓発活動 

交通安全計画および交通

安全実施計画の策定を通

じて、交通事故防止対策

の強化、交通安全広報･

啓発活動を推進 

第8次交通安全
計画の策定 
 
交通安全実施

計画の策定･推

進（毎年度） 
 

第8次交通安全
計画の策定 
 
交通安全実施

計画の策定･推

進 

☆☆☆ 市民経
済局  

交通安全施

設の整備 
人や車両の安全で快適な

通行をはかるため、道路

照明、防護柵など各種交

通安全施設を整備 
 

推進 推進 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

わかりやす

い標識類の

整備 

車や歩行者などが安全で

円滑に目的地に移動でき

るよう、道路に案内標識

を設置 
 

累計12,391基 
完了879基  

累計12,444基 
完了970基   

☆☆☆ 緑政土
木局  

コミュニテ

ィ道路の整

備 

生活道路において、カラ

ー舗装などを実施するこ

とにより、通過交通や走

行速度の抑制をはかると

ともに、安全で魅力ある

歩行者空間を形成 
 

累計337路線 
完了34路線  

累計326路線 
完了26路線   

☆☆ 緑政土
木局  

コミュニテ

ィ･ゾーン形

成事業 

住宅地などにおいて、コ

ミュニティ道路の整備や

交通規制を面的に実施

し、安全で魅力ある歩行

者にやさしい地区を形成

 

累計10地区 
完了2地区 
整備中4地区 

累計9地区 
完了1地区 
整備中3地区

 
 

☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

道路空間の

活用 
道路空間の有効活用に関

する社会実験を、地域事

業者やTMOなどと協力
して実施し、道路利用に

関するルールを作成 
 

歩行者休憩施

設の設置に関

するルールの

作成 

歩行者休憩施

設の設置に関

するルールの

作成 

☆☆☆ 緑政土
木局  

違法駐車等防止重点地域

および重点路線におい

て、監視員による助言啓

発活動を実施 
 

  

・重点地域 
 
 

実施 
栄地区 

実施 
 栄地区 
 

・重点路線 
 
 

実施 
広小路通 

実施 
 広小路通 

大規模団地周辺におい

て、違法駐車等防止啓発

事業を実施（～16年度）
 

実施 実施 

違法駐車対

策の推進 
 

パイプやプランターなど

の設置により、歩道への

乗り入れ駐車を防止 
 
 
 
 
 

パイプ設置 
累計116km 
完了5km 
 
プランター設置

累計622基 
完了30基  

パイプ設置 
累計113.4 km 
完了2.44km  
 
プランター設置 
累計592基 
－   

☆☆ 市民経
済局  
 
緑政土

木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

地下鉄駅の

火災対策設

備の整備 

地下鉄火災に対する安全

性を高めるため、排煙設

備、避難通路などを整備

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

整備推進 整備推進 
 
ホーム階の排煙

設備の整備 
18駅整備完了  

 
異なる2以上の
避難通路の整備 
10駅整備完了  

 
（以下、新基準

対応） 
ホームの階段部

に2段階に降下
するシャッター

の設置 
11駅設置完了  

 
旅客の安全な

避難に必要な

避難経路図等

の設置 
91駅設置完了  

 
（交差駅は2駅
と数える） 
 

☆☆☆ 交通局

地下鉄駅の

冷房化など

の改修 

地下鉄の快適性向上のた

め駅冷房化などの改修を

推進 
 

冷房化済駅数 
 31駅 

冷房化済駅数 
 31駅 
4駅   

☆☆☆ 交通局
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3 環境にやさしい交通体系の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

市内で実用化した ITS
施策数 

4施策 
（15年度） 9施策 10施策 13施策 ☆☆☆ 

総務局

はじめ

関係局

駅周辺の自転車等放置

台数 
35,000台 
（14年度） 30,693台 33,000台 24,500台 ☆☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

自転車走行

空間のネッ

トワーク化

の推進 

自転車の走行空間をネッ

トワーク化するととも

に、自転車と歩行者を物

理的･視覚的に分離して、

安全で快適な走行空間を

創出 
 

走行空間の整備

累計30.8km
完了9.8km  

走行空間の整備 
累計32.1km 
完了10.4km   

☆☆☆ 緑政土
木局  

放置自転車が多い鉄道駅

や新駅などを対象に、自

転車駐車場を整備すると

ともに、適正な自転車利

用と受益者負担の観点か

ら有料化を推進 
 

整備台数 
累計110,035台
 
有料化駅 
累計44駅 

整備台数 
累計118,325台 
 
有料化駅 
累計44駅 

自転車駐車

場の整備 

放置自転車が多い鉄道駅

や新駅などを対象に放置

禁止区域を指定 

指定 
累計80か所 

指定 
累計81か所 

 
放置禁止区域

の拡大 9か所 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

低騒音（排水

性）舗装の実

施 

騒音など沿道環境の悪化

が著しい幹線道路におい

て、舗装の補修にあわせ

て低騒音（排水性）舗装

を実施 
 

累計50km 
完了18km  

累計55km 
完了21km   

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

自然環境な

どに配慮し

た道路の整

備 

大規模な公園･緑地を通

過する小田赤池線、弥富

相生山線について、地域

住民や専門家との連携の

もと、自然環境や生態系

に配慮しながら整備 

小田赤池線 
完了 
 
弥富相生山線 
進率70％ 

 
専門家会の開催

  
施工ワーキン

グの開催 

小田赤池線 
進率87％ 

 
弥富相生山線 
進率60％ 

 
－ 

 
開催 
 
  

☆☆☆ 緑政土
木局  

情報通信技術の活用によ

り、安全性、快適性だけ

でなく環境保全にも貢献

するITS(高度道路交通シ
ステム)の導入を拡大 
  

なごや交通戦

略の実現に向

けたITS活用方
策の具体化 

なごや交通戦

略の実現に向

けたITS活用方
策の具体化 

･ITS世界会議の開催 
（16年度開催予定） 
  

開催 開催 

･エコポイントTDMの推
進 

  

実証実験、実用

化推進 
実証実験、実用

化 
 

･PTPS(公共車両優先シ
ステム)などの導入促進 

  

拡充の検討 拡充の検討 
 

･歩行者ITSの推進 社会実験 社会実験完了 
 

･都市高速道路へのETC
の導入促進 

導入料金所 
累計36か所 
(堀の内料金
所を除く全

料金所） 

導入料金所 
累計36か所 
(堀の内料金
所を除く全

料金所） 
  

ITS( 高 度 道
路交通シス

テム)の推進 
 

･ITを活用した新たな駐
車場案内システムの高

度化の推進 

拡充 
 
 
実験、運用検討

駐車情報シス

テムの運営 
 
スマートパー

キング社会実

験 
  

☆☆☆ 総務局
 
住宅都

市局  
 
緑政土

木局  
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4 広域交通ネットワークの強化 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

環状を形成する自動車

専用道の整備率 
27.4％ 
（15年度末） 58％ 58％ 63％ ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

東部丘陵線

の整備 
総合的な地域整備の推進

がはかられている名古屋

東部丘陵地域と本市を結

ぶ東部丘陵線を、平成17
年開業に向けて整備 
 

開業 リニモ開業 
(平成17年3月) 

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
緑政土

木局  

第二東名･名

神高速道路

などの整備

促進 

第二東名･名神高速道路、

東海北陸自動車道、東海

環状自動車道の整備を促

進 
 

促進 促進 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

リニア中央

新幹線の建

設促進 

リニア中央エクスプレス

建設促進愛知県期成同盟

会の活動を通してリニア

中央新幹線の建設を促進

 

促進 促進 ☆☆☆ 総務局



4-4-1 港湾 

 

 - 132 -

4－4 港湾･空港 
4－4－1 港湾 
1 国際競争力の高い港づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

外貿コンテナ貨物の年

間取扱個数 
179万個 
（14年） 

251万個
(18年) － 208万個 

（22年） ☆☆☆ 
名古屋

港管理

組合  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

飛島ふ頭南地区大水深

16mコンテナターミナル
の整備 
 

整備 
完了1バース 
整備中1バース 

整備 
完了1バース 
整備中1バース

 
 

ふ頭の整備 
（飛島ふ頭、稲永ふ頭、

鍋田ふ頭） 
 

整備 整備 

臨港道路の整備 
（金城ふ頭、飛島ふ頭、

鍋田ふ頭） 
 

整備 整備 

東航路･西航路の拡幅、増

深 
 

整備 整備 

臨海部の埋立、整備 
（弥富ふ頭、飛島ふ頭、

ポートアイランド、南5
区） 

 

整備 整備 

国際港湾機

能の強化と

効率的で使

いやすい港

づくり 

船舶の入出航にともなう

書類手続きのEDI化、港
湾物流情報のネットワー

ク化をはじめとした港湾

物流の情報化を推進 

船舶の入出航

にともなう書

類 手 続 き の

EDI化 
 
港湾物流情報

プラットホー

ムの構築 

推進 
 
 
 
 
日本コンテナ

物流情報ネッ

トワーク（JCL
－net）システ
ムの開発・運用 
 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

名古屋港西部地区を中心

に「ロジスティクスハブ」

の形成を推進 
 

総合保税地域

の実現 
総合保税地域

の事業者説明

会の開催 
 
飛島地区にお

ける指定地域

の統一 
 

名古屋港東･南部地区を

中心に「基盤産業ハブ」

の形成を推進 
 

推進 推進 

名古屋港産

業ハブ特区

計画の推進 
 

特区内において、税関臨

時開庁手数料の軽減など

特定事業を実施 
 

新たな特定事

業の実施 
新たな特定事

業の実施 
1件   

☆☆ 名古屋
港管理

組合  

港湾施設保

安対策 
港湾の安全確保を目的と

した海上人命安全条約の

改正にともない、監視装

置などの保安施設を整備

（16年度完了予定） 
 

完了 完了 ☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
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2 活力･親しみ･環境と共生する港づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

ガーデンふ頭および金

城ふ頭の来港者数 
410万人 
（14年度） 621万人 － 580万人 ☆☆☆ 

住宅都

市局  
名古屋

港管理

組合  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

商業･娯楽施設

の整備 
商業･娯楽施設

の誘致・整備 
 

金城ふ頭駅周

辺公共施設の

整備 
 

完了 

金城ふ頭の

開発 
商業･娯楽機能などの集

積した交流拠点の形成 

野外ステージ

の整備 
 

完了 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
 
住宅都

市局  

ガーデンふ頭東地区にお

いて、既存倉庫を活用し

魅力あふれる交流空間の

開発を推進 
 

ガーデンふ頭

東地区の開発 
完了 ガーデンふ

頭および周

辺の整備 

JR貨物名古屋港駅跡地
を中心とする西倉地区お

よび築地地区の堀川右岸

において、民間によるウ

ォーターフロント開発を

誘導 
 

誘導 誘導 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
 
住宅都

市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

護岸液状化対策、既存岸

壁の耐震化 
 
 
 
 
 

整備 
完了 
 大手ふ頭東

整備中 
ｶﾞｰﾃﾞﾝふ頭

築地ふ頭西 

整備 
完了 
大手ふ頭東

 
 

護岸などの

防災対策 

護岸等の改良による高潮

対策 
 
 
 
 
 
 
 

整備 
整備中 
汐止 ･空見

ふ頭 
堀 川 口 水

門 ･排水機

場  

整備 
完了 
汐止･空見

ふ頭 
整備中 
堀 川 口 水

門･排水機

場 

 

 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  

中川運河の

総合整備 
市民に親しまれる水辺空

間の形成をめざし、拠点

的に緑地などを整備 
 
 
 
 

整備 
完了 
中川口緑地 

整備 
整備中 
中川口緑地

水質浄化施

設 

 

 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
 
住宅都

市局  
 

港湾緑地の

整備 
親しまれる港づくりを推

進するため港湾緑地を整

備 
 

整備 
完了 
新宝緑地北 

整備 
完了 
新宝緑地北

 
 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  

風力発電施

設の整備 
南5区に2基の風力発電
施設を設置 
（16年度完了予定） 
 

整備･完了 完了 ☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
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4－4－2 空港 
1 新交流時代にふさわしい中部国際空港の整備と国際･広域交流の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

中部国際空港の年間

航空旅客数 
1,057万人 
（14年度） 1,199万人 1,210万人

（17年度） 1,430万人 ☆☆☆ 総務局

中部国際空港の年間

航空貨物量 
18万トン 
（14年度） 28万トン 32万トン

（17年度） 38万トン ☆☆ 総務局

※計画策定時の数値（14年度）は名古屋空港の実績値 
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

中部国際空

港の整備促

進 

将来の航空需要に対応す

るため、17年2月の開港
をめざして中部国際空港

の整備を促進 
 

開港 開港 ☆☆☆ 総務局

航空路線網

の充実･強化 
航空会社などの関係機関

にはたらきかけて、航空

路線網を充実･強化 
 

推進 推進 ☆☆☆ 総務局

来訪者をも

てなす都市

機能の充実 

空港を活用し、母都市と

して旅客増進、アクセス

の整備、産業振興などを

はかることにより、都市

活力を向上 
 

推進 推進 ☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局

名古屋空港

の有効活用 
中部国際空港の開港後に

おける名古屋空港の活用

について、愛知県はじめ

関係機関と連携をはかり

ながら、検討･推進 
 

推進 推進 ☆☆☆ 総務局
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2 利便性が高いアクセスの整備 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

中部国際空港への所要

時間（鉄道） － 28分 28分 
(16年度) 28分 ☆☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

名鉄常滑線常滑駅と中部

国際空港を結ぶ中部国際

空港連絡鉄道の建設を促

進 
 

開業 開業 

関係機関と連携をはかり

ながら、名古屋駅･金山駅

における乗り継ぎの利便

性の向上を推進 
 

推進 推進 

鉄道アクセ

スの整備促

進 

将来の航空需要動向など

を考慮しながら、空港へ

のアクセス路線としての

西名古屋港線の延伸に関

する調査･検討を実施 
 

調査 調査 

☆☆☆ 
 
総務局

はじめ

関係局
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4－5 情報･通信 
1 市民サービスの向上と行政の効率化 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

－ 0％※ 50％ 80％ ☆ 総務局

電子的に受付可能な申

請・届出件数の割合 

☆の理由：段階的にシステム整備を進めることとし、当面は、当初の

予定になかった行催事等の申し込みを行う簡易な電子申請システムを

運用したため。 
※＜参考＞平成18年度導入の電子申請システム（行催事等） 

利用率21.2％（平成19年1月30日～3月31日） 
  

－ 0.7％ 33% 60% ☆ 財政局
市税申告における電子

申告の利用率 ☆の理由：段階的にシステムを整備していることから、平成18年度は
電子申告できる税目が限られており、利用者の利便性が低く利用者が

増えなかったため。 
  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

各種申請･届出事務など

の電子化を実施 
電子的に受付

可能な申請･届

出件数の割合 
50％ 
  

電子申請シス

テムの実証実

験・運用 
 

行政情報サービスネット
ワーク管理システムの運用
  

対象の拡大 運用 
 

☆☆ 

電子申告システムを整備
し、市税申告の電子申告
化を実施 
 

電子申告利用
率 33％ 
 

平成18年1月か
ら 法 人 市 民
税・固定資産税
（償却資産）の
電子申告シス
テムを稼働 
  
システム対象
税目の拡充に
向けた調査 
  

 

電子行政サ
ービスの推
進 

電子調達システムを整備
し、競争入札の電子入札
化を実施 
 

電子入札化率 
55％ 

入札参加者登
録システム、調
達情報サービ
スシステムの
運用、入札執行
システムの開
発・運用 
  

 

総務局
 
財政局
 
緑政土
木局 

 建設CALS/ECの推進に
よる業務の効率化 

システム開発 建設CALS関連
システム検討 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

電子市役所のネットワー

クに必要な通信網の整備

として市役所、区役所、

支所、図書館、生涯学習

センターなどの間を光フ

ァイバー網で接続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

完了 
31か所接続  

59か所接続 
29か所接続 
区役所 
生涯学習セ
ンター 
図書館 
各 7か所
（東･西･熱

田･南･守山･

緑･天白区） 
支所 
図書館 
各 3か所
（楠・山田・
富田） 
女性会館･ 
生涯学習推進
センター 

 

 

行政独自の
通信網の整
備 

雨水ポンプ所の運転情報
などを正確に把握するた
め、下水管きょの空間を
活用した光ファイバー網
を整備 
 

累計延長 
146.1km 
整備48.5km  

累計延長 
108.7km 
整備8.3km   

☆☆☆ 総務局
 
上下水
道局  

パソコンソフ

トの開発 
パソコンソフ

ト、テキスト等

の開発、ビジネ

ス化検討 
 

生涯学習セン

ターなどでの

講習の実施 
 

生涯学習セン

ターでの講習

の実施 

「らくらく

パソコン：e
え

－なもくん」

の開発・普及 

中高齢者が楽しく各種情

報を入手できるようにす

るとともに、電子市役所

へ容易に参加できるよう

にするため、中高齢者が

操作しやすい「らくらく

パソコン：e
え

－なもくん」

を開発し、普及 
パソコンに接

するための動

機づけの仕組

みの構築 
 

草の根ネット

等の検討 

☆☆☆ 市民経
済局は

じめ関

係局  

ICカードの
多目的活用 

住民基本台帳カードなど

のICカードを各種の行
政サービスに活用 
 

実施 調査･検討 
電子申告シス

テムで活用 

☆☆ 総務局
はじめ

関係局
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2 豊かで活力ある地域の情報化 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

ケーブルテレビ加入率
39％ 
（14年度末） 49.6% 44％ 50％ ☆☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

地上デジタル放送を市政

情報や防災情報などの提

供に活用 
 

活用方策の具

体化 
放送事業者に

市政情報を提

供 

情報通信基

盤･サービス

のデジタル

化 
ケーブルテレビが地上デ

ジタル放送などに対応で

きる施設整備を促進 
 

促進 促進 

☆☆☆ 総務局
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3 安全な情報環境づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

システム監査の実施割

合 － 77.8％ 100％ 100％ ☆☆☆ 
総務局

はじめ

関係局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

電子情報の

安全対策に

関する各種

規程の運用 

電子情報の安全対策に関

する各種規程について適

切に運用するとともに、

定期的に評価を行い、必

要に応じて改正 
 

実施 名古屋市情報

あんしん条例

の施行および

運用 

☆☆☆ 総務局

電子情報の

安全対策研

修 

安全対策についての意識

向上のため、職員向け研

修を実施 
 

研修参加率 
 100％ 

研修参加率 
 85％ 

☆☆☆ 総務局

セキュリテ

ィ機器の運

用 

外部のネットワークとの

接続にあたり、厳格な通

信制御やコンピュータウ

ィルスの駆除などを実施

 

実施 実施 ☆☆☆ 総務局

システム監

査の実施 
住民に関するオンライン

システムで取り扱われる

電子情報の安全対策につ

いて第三者機関による検

証を実施 

実施対象シス

テムの拡大 
住民記録、国民

健康保険、福祉

医療費、国民年

金、税務総合情

報、介護保険、

市税電子申告

の各システム

について実施 
 
監査実施マニ

ュアルの策定 
 

☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局
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4－6 水 
1 安定した給水サービスの提供 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

より安全でおいしい水

が供給されている割合

82.8％ 
（14年度） 87.8％ 86％ 90％ ☆☆☆ 上下水

道局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

水源の確保

(水道・工業用
水道) 

徳山ダムの建設事業およ

び水源地域整備事業によ

り、水道用水源と工業用

地下水の代替水源を確保

総合的な検討

の結果をふま

えて対応 

徳山ダム建設

事業及び水源

地域整備事業

に参加 
 

☆☆☆ 上下水
道局  
 
環境局

水源地域と

の交流の推

進 

水源地域から受ける恩恵

を下流地域の市民に理解

してもらうとともに、上

下流地域の住民相互に水

源かん養の重要性を認識

してもらうため、上下流

交流事業を実施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 上下水
道局  

水道水の信頼性を確保す

るため、水源から給水栓

までの水質検査を実施 
 

水質検査実施 
200項目 

水質検査実施 
220項目 

配水管内の水質や流量を

把握するため、管内の水

情報を遠方から監視する

装置を整備 

管内水情報遠

方監視装置の

設置 
累計47か所 

管内水情報遠

方監視装置の

設置 
累計40か所 
 

良好な水質

の確保 

給水区域内のより詳細な

水質情報を収集するた

め、消火栓で採水し、残

留塩素濃度などを実測 
 

残留塩素濃度

測定 
2,800か所 

残留塩素濃度

測定 
2,800か所 

☆☆☆ 上下水
道局  
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